
報告第２号  

   瑞穂市収納金の口座振替収納事務取扱要綱の一部を改正する訓令につい

て 

 瑞穂市収納金の口座振替収納事務取扱要綱の一部を改正する訓令を別紙のと

おり瑞穂市教育委員会定例会に報告する。 

  令和２年３月２３日提出  

                     瑞穂市長 森   和  之  

   提案理由 

 「保育所保育料」について、幼児教育・保育の無償化により、３歳未満児の

保育料と３歳以上児の給食費の徴収が必要になったことから「保育所保育料等」

に改め、「幼稚園保育料」については、幼稚園保育料のほかに交通安全協力費

を徴収していることから、「幼稚園保育料等」に改めるため、要綱の一部改正

を行ったもの。 

 



 

瑞穂市訓令第２号 

                              庁中一般  

 瑞穂市収納金の口座振替収納事務取扱要綱の一部を改正する訓令を次のよう

に定める。 

  令和２年３月９日 

              瑞穂市長 森   和  之   



 

瑞穂市収納金の口座振替収納事務取扱要綱の一部を改正する訓令  

瑞穂市収納金の口座振替収納事務取扱要綱（平成１５年瑞穂市訓令第１８号）

の一部を次のように改正する。  

第２条第６号及び第７号を次のように改める。  

（６）幼稚園保育料等  

（７）保育所保育料等  

   附 則  

 この訓令は、公表の日から施行する。  

 







報告第３号  

   瑞穂市多子世帯の教育・保育給付認定子どもに係る副食費助成事業実施

要綱を制定する告示について 

 瑞穂市多子世帯の教育・保育給付認定子どもに係る副食費助成事業実施要綱

を制定する告示を別紙のとおり瑞穂市教育委員会定例会に報告する。 

  令和２年３月２３日提出  

                     瑞穂市長 森   和 之  

   提案理由 

 瑞穂市立保育所以外の保育所、認定子ども園、特定地域型保育事業所を利用

する多子世帯の保護者に副食費を助成するため、要綱を制定するもの。 

 



 

瑞穂市告示第３６号  

 瑞穂市多子世帯の教育・保育給付認定子どもに係る副食費助成事業実施要綱

を次のように定める。  

  令和２年３月１６日  

               瑞穂市長 森   和  之    



 

瑞穂市多子世帯の教育・保育給付認定子どもに係る副食費助成事業実施

要綱  

 （趣旨）  

第１条 この告示は、保育所、認定こども園又は特定地域型保育事業所（以下

「保育所等」という。）を利用する児童の保護者の経済的負担を軽減するた

め、市内に住所を有し、かつ、満１８歳未満の児童（１８歳に達する日以後

最初の３月３１日までの間にある者をいう。以下「児童」という。）を３人

以上扶養している世帯の保護者が保育所等に支払うべき食事の提供に要する

費用のうち第３子以降の児童の副食の提供に要する費用（以下「副食費」と

いう。）を助成することに関し必要な事項を定めるものとする。  

 （定義）  

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。  

（１）保育所 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３９条に規定する

業務を目的とする施設であって、同法第３５条第３項の規定による届出を

し、又は同条第４項の認可を得ているものをいう。  

（２）認定こども園 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の

推進に関する法律（平成１８年法律第７７号）第２条第６項に規定する認

定こども園をいう。  

（３）特定地域型保育事業所 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５

号。以下「法」という。）第２９条第１項に規定する特定地域型保育の事

業を行う事業所をいう。  

（４）教育・保育給付認定保護者 法第２０条第１項に規定する認定を受けて

いる保護者をいう。  

 （助成対象者）  

第３条 この告示による副食費の助成の対象となる者（以下「助成対象者」と

いう。）は、教育・保育給付認定保護者及びその者と同一の世帯に属する者

についての子ども・子育て支援法施行令（平成２６年政令第２１３号）第４

条第２項第２号の規定による市町村民税所得割合算額が９７，０００円未満

の世帯において、教育・保育給付認定保護者が現に扶養している児童が３人



 

以上いる場合であって保育所等（瑞穂市立保育所を除く。）を利用する第３

子以降の児童（法第１９条第１項第２号に該当し、副食費の支払が必要な児

童をいう。）について副食費の支払を行う保護者とする。  

 （助成の範囲）  

第４条 助成の対象となる副食費は、助成対象者に係る児童が利用する施設か

ら食事の提供を受けた場合に助成対象者が保育所等に支払うべき副食費とす

る。  

 （助成の方法）  

第５条 副食費の助成は、助成対象者に対して副食助成費を支給することによ

って行うものとする。  

 （副食助成費の額）  

第６条 副食助成費の額は、１月につき、児童１人当たり４，５００円（助成

対象者が現に支払った副食費の額が４，５００円を下回る場合には、現に支

払った副食費の額）とする。  

 （副食助成費の支給の申請）  

第７条 副食助成費の支給を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、 

副食助成費支給申請書（様式第１号）を４月分から８月分については８月末

日、９月分から翌年３月分については３月末日までに市長に申請するものと

する。ただし、市長が特別の事情によりやむを得ないと認める場合は、この

限りでない。  

 （決定の通知）  

第８条 市長は前条の規定による申請があったときは、速やかにその内容を審

査し、支給の可否を決定し、副食助成費支給決定（却下）通知書（様式第２

号）により申請者にその旨を通知するものとする。  

 （副食助成費の請求）  

第９条 申請者は、副食助成費の支給の決定の通知を受けたときは、副食助成

費請求書（様式第３号）に、次に掲げる関係書類を添えて市長に提出するも

のとする。  

（１）助成対象者が支払った副食費の額を証する書類  

（２）前号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類  



 

 （副食助成費の返還）  

第１０条 市長は、偽りその他不正の手段により副食助成費の支給を受けた者

があるときは、その者に対し、その支給した額の全部又は一部を返還させる

ものとする。  

 （その他）  

第１１条 この告示に定めるもののほか、副食費の助成に関し必要な事項は、

市長が別に定める。  

   附 則  

 この告示は、公表の日から施行する。  



様式第１号（第７条関係） 

 
副食助成費支給申請書 

 
年  月  日  

瑞穂市長 宛 
申請者（保護者） 

住 所  
  
氏 名 ○印  
電 話  
対象児童との続柄 

 
瑞穂市多子世帯の教育・保育給付認定子どもに係る副食費助成事業実施要綱第７条の規定によ

り申請します。なお、申請内容の確認のため、市が住民基本台帳法に基づく住民基本台帳情報及

び同一世帯員の課税情報を閲覧・調査・確認することに同意します。 
 
 
 １ 対象児童氏名                     
 
 ２ 利用施設名                      
 
 ３ 申請期間         年    月  から      年    月 

 



様式第２号（第８条関係） 

第     号  

年  月  日  

 

 

         様 

 

瑞穂市長          印     

 

 

副食助成費支給決定（却下）通知書 
 

  

 

年  月  日付で申請のあった副食助成費については、次のとおり決定したの

で、瑞穂市多子世帯の教育・保育給付認定子どもに係る副食費助成事業実施要綱第８条の規

定により通知します。 

 

 

 

 

 

 １ 支給決定対象児童 

 

       氏名                      
 
       施設名                    

 

   決定期間      年    月  から      年    月 

 

 

 ２ 却下の理由 



様式第３号（第９条関係） 

 
副食助成費請求書 

 
年  月  日  

瑞穂市長 宛 
申請者（保護者） 

住 所  
  
氏 名 ○印  
電 話  
対象児童との続柄 

 
瑞穂市多子世帯の教育・保育給付認定子どもに係る副食費助成事業実施要綱第９条の規定

に基づき、次の金額を交付くださるよう請求します。 
 
１ 請求金額 

対象児童氏名 施設名 利用月 支払った副食費(a) 
a と 4,500 円を比

較し、少ない額(b) 
  年  月 円 円 

  年  月 円 円 

  年  月 円 円 
  年  月 円 円 
  年  月 円 円 
  年  月 円 円 
  年  月 円 円 

   
交付申請額 

（b の合計） 円 
２ 振込先 

金融機関 
（ゆうちょ銀行以外） 

銀行  信用金庫          本店 

農協  信用組合          支店 出張所 

普通 当座 

納税 貯蓄 
口座番号 

       

ゆうちょ銀行 
記 号 番 号 

             

フリガナ  

口座名義人  

添付書類 副食費の額を証する書類 



報告第４号  

   瑞穂市私立保育所等補助金交付要綱の一部を改正する告示について  

 瑞穂市私立保育所等補助金交付要綱の一部を改正する告示を別紙のとおり瑞

穂市教育委員会に報告する。  

  令和２年３月２３日  

               瑞穂市教育委員会教育長 加 納 博 明  

提案理由  

 私立保育所等が実施する保育環境改善等事業補助金及び保育補助者雇上強化

事業について、市の補助事業に追加したため改正を行うもの。  

 



瑞穂市私立保育所等補助金交付要綱の一部を改正する告示  

瑞穂市私立保育所等補助金交付要綱（平成１８年瑞穂市告示第３２号）の一

部を次のように改正する。  

別表低年齢児保育促進事業補助金の項中「保育所等」を「認定こども園及び

保育所」に改め、同表保育体制強化事業補助金の項中「別表５項３号」を「別

表５項２号」に改め、同表に次のように加える。  

保育環境改善等

事業補助金  

利用児童にとっての

保育環境の改善を図

るため、必要な機器

の購入等を行う保育

所等（新型コロナウ

イルス感染症対策と

して行うものに限

る。）  

保育対策総合支援事

業費補助金交付要綱

別表に定める基準額

の範囲内  

事業完了後  

保育補助者雇上

強化事業補助金  

保育補助者の雇上げ

を行う保育所等  

県補助金交付要綱別

表5項1号の知事が別

に定めるところによ

り算定した額の範囲

内  

年2回  

附 則  

この告示は、令和２年４月１日から施行する。ただし、別表の改正規定（保

育環境改善等事業補助金の項に係る部分に限る。）は、公表の日から施行し、

改正後の瑞穂市私立保育所等補助金交付要綱の規定は、令和２年１月１６日か

ら適用する。  
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瑞穂市私立保育所等補助金交付要綱（平成18年瑞穂市告示第32号）新旧対照表 

改正後（案） 現行 

別表（第３条関係） 別表（第３条関係） 

補助金の種類 補助要件 算定基準 補助金の請求 
低年齢児保育促

進事業補助金 
低年齢児保育のた

めの保育士を年度

当初から加配し、当

該年度の5月初日か

ら3月初日までの

間、保育士配置基準

で1.0以上の保育士

加配が必要となる

数の低年齢児が入

所した市内所在の

認定こども園及び

保育所 

岐阜県児童福祉等

対策事業補助金交

付要綱（以下「県補

助金交付要綱」とい

う。）別表3項の知

事が別に定めると

ころにより算定し

た額の範囲内 

年2回 

利用者支援事業

補助金 
利用者支援事業を

実施する市内所在

の保育所等 

子ども・子育て支援

交付金交付要綱別

紙第3欄に定める基

準額の範囲内 

年2回 

延長保育対策費

補助金 
延長保育事業を実

施する市内所在の

子ども・子育て支援

交付金交付要綱別

年2回 

補助金の種類 補助要件 算定基準 補助金の請求 
低年齢児保育促

進事業補助金 
低年齢児保育のた

めの保育士を年度

当初から加配し、当

該年度の5月初日か

ら3月初日までの

間、保育士配置基準

で1.0以上の保育士

加配が必要となる

数の低年齢児が入

所した市内所在の

保育所等 

岐阜県児童福祉等

対策事業補助金交

付要綱（以下「県補

助金交付要綱」とい

う。）別表3項の知

事が別に定めると

ころにより算定し

た額の範囲内 

年2回 

利用者支援事業

補助金 
利用者支援事業を

実施する市内所在

の保育所等 

子ども・子育て支援

交付金交付要綱別

紙第3欄に定める基

準額の範囲内 

年2回 

延長保育対策費

補助金 
延長保育事業を実

施する市内所在の

保育所等 

子ども・子育て支援

交付金交付要綱別

紙第3欄に定める基

年2回 
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保育所等 紙第3欄に定める基

準額の範囲内 
一時預かり事業

費補助金 
一時預かり事業を

実施している保育

所等 

子ども・子育て支援

交付金交付要綱別

紙第3欄に定める基

準額の範囲内 

年2回 

地域子育て支援

センター事業費

補助金 

地域子育て支援セ

ンター事業を実施

する市内所在の保

育所等 

子ども・子育て支援

交付金交付要綱別

紙第3欄に定める基

準額の範囲内 

年2回 

運営費補助金 市内所在の保育所

等で保育事業を実

施するに必要な運

営費用 

市長が別に定める

ところにより算定

した額の範囲内 

事業等を実施し

た月の翌月10日
までに実施相当

分を超えない額 
療育支援体制強

化事業費補助金 
療育支援補助者を

配置する認定こど

も園及び保育所 

岐阜県療育支援体

制強化事業費補助

金交付要綱別表に

定める基準額の範

囲内 

年2回 

保育所等業務効

率化推進事業費

補助金 

保育士の業務負担

を軽減するため、①

保育に関する計

画・記録に関する機

保育対策総合支援

事業費補助金（保育

所等改修費等支援

事業、保育所等業務

事業完了後 

準額の範囲内 
一時預かり事業

費補助金 
一時預かり事業を

実施している保育

所等 

子ども・子育て支援

交付金交付要綱別

紙第3欄に定める基

準額の範囲内 

年2回 

地域子育て支援

センター事業費

補助金 

地域子育て支援セ

ンター事業を実施

する市内所在の保

育所等 

子ども・子育て支援

交付金交付要綱別

紙第3欄に定める基

準額の範囲内 

年2回 

運営費補助金 市内所在の保育所

等で保育事業を実

施するに必要な運

営費用 

市長が別に定める

ところにより算定

した額の範囲内 

事業等を実施し

た月の翌月10日
までに実施相当

分を超えない額 
療育支援体制強

化事業費補助金 
療育支援補助者を

配置する認定こど

も園及び保育所 

岐阜県療育支援体

制強化事業費補助

金交付要綱別表に

定める基準額の範

囲内 

年2回 

保育所等業務効

率化推進事業費

補助金 

保育士の業務負担

を軽減するため、①

保育に関する計

画・記録に関する機

能、②園児の登園及

保育対策総合支援

事業費補助金（保育

所等改修費等支援

事業、保育所等業務

効率化推進事業（保

事業完了後 
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能、②園児の登園及

び降園の管理に関

する機能及び③保

護者との連絡に関

する機能を有する

システムを導入す

る市内所在の保育

所等 

効率化推進事業（保

育所等におけるIC
T化推進事業）及び

保育所等事故防止

推進事業分）交付要

綱別表に掲げる基

準額と補助対象経

費の実支出額を比

較して少ない方の

額と、総事業費から

寄附金その他の収

入額を控除した額

とを比較して少な

い方の額の4分の3
の範囲内 

保育体制強化事

業補助金 
保育支援者を配置

する認定こども園

及び保育所 

県補助金交付要綱

別表5項2号の知事

が別に定めるとこ

ろにより算定した

額の範囲内 

年2回 

保育環境改善等

事業補助金 
利用児童にとって

の保育環境の改善

を図るため、必要な

保育対策総合支援

事業費補助金交付

要綱別表に定める

事業完了後 

び降園の管理に関

する機能及び③保

護者との連絡に関

する機能を有する

システムを導入す

る市内所在の保育

所等 

育所等におけるIC
T化推進事業）及び

保育所等事故防止

推進事業分）交付要

綱別表に掲げる基

準額と補助対象経

費の実支出額を比

較して少ない方の

額と、総事業費から

寄附金その他の収

入額を控除した額

とを比較して少な

い方の額の4分の3
の範囲内 

保育体制強化事

業補助金 
保育支援者を配置

する認定こども園

及び保育所 

県補助金交付要綱

別表5項3号の知事

が別に定めるとこ

ろにより算定した

額の範囲内 

年2回 
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機器の購入等を行

う保育所等（新型コ

ロナウイルス感染

症対策として行う

ものに限る。） 

基準額の範囲内 

保育補助者雇上

強化事業補助金 
保育補助者の雇上

げを行う保育所等 
県補助金交付要綱

別表5項1号の知事

が別に定めるとこ

ろにより算定した

額の範囲内 

年2回 

 

 





瑞穂市私立保育所等補助金交付要綱の一部を改正する告示  

瑞穂市私立保育所等補助金交付要綱（平成１８年瑞穂市告示第３２号）の一

部を次のように改正する。  

別表低年齢児保育促進事業補助金の項中「保育所等」を「認定こども園及び

保育所」に改め、同表保育体制強化事業補助金の項中「別表５項３号」を「別

表５項２号」に改め、同表に次のように加える。  

保育環境改善等

事業補助金  

利用児童にとっての

保育環境の改善を図

るため、必要な機器

の購入等を行う保育

所等（新型コロナウ

イルス感染症対策と

して行うものに限

る。）  

保育対策総合支援事

業費補助金交付要綱

別表に定める基準額

の範囲内  

事業完了後  

保育補助者雇上

強化事業補助金  

保育補助者の雇上げ

を行う保育所等  

県補助金交付要綱別

表5項1号の知事が別

に定めるところによ

り算定した額の範囲

内  

年2回  

附 則  

この告示は、令和２年４月１日から施行する。ただし、別表の改正規定（保

育環境改善等事業補助金の項に係る部分に限る。）は、公表の日から施行し、

改正後の瑞穂市私立保育所等補助金交付要綱の規定は、令和２年１月１６日か

ら適用する。  

 



議案第９号  

   瑞穂市教育委員会障害者活躍推進計画（案）の策定について 

 瑞穂市教育委員会障害者活躍推進計画（案）の策定について、瑞穂市教育委

員会事務委任規則（平成１５年瑞穂市教育委員会規則第６号）第１条第１項の

規定により、瑞穂市教育委員会の議決を求める。 

  令和２年３月２３日提出  

               瑞穂市教育委員会教育長 加 納 博 明  

   提案理由 

 障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律（令和元年法律第

３６号）の一部の施行期日を定める政令及び障害者の雇用の促進等に関する法

律施行規則の一部を改正する省令等の公布に伴い、瑞穂市教育委員会障害者活

躍推進計画（案）を策定するもの。 

 

 



 

 

 

瑞穂市教育委員会 

障害者活躍推進計画 
（案） 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 
《SDGｓグローバル指標 8.5》 

 

 

 

2030 年までに、若者や障害者を含 

むすべての男性及び女性の、完全か 

つ生産的な雇用及び働きがいのある 

人間らしい仕事、並びに同一労働同 

一賃金を達成する。 

 

 

 

 

 

 
 

SDGｓ17 目標：持続可能な開発目標 

 

 

 

令和２年３月策定 
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機 関 名 瑞穂市教育委員会 

任命権者 瑞穂市教育委員会 

計画期間 令和２年４月１日～令和５年３月３１日（３年間） 

瑞穂市教育委

員会における

障害者雇用に

関する課題 

 

瑞穂市教育委員会においては、瑞穂市（市長部局）との合算による障

害者任免状況通報の特例認定を受けており、令和元年 6 月 1 日現在で

は、法定雇用率を満たしている。 

 令和３年４月より前に法定雇用率の引き上げも予定されているた

め、引続き法定雇用率の達成を目指す上で、障害者である職員が活躍す

るためには、各課の理解と協力のもと、体制整備や取り組みが必要であ

る。 

 

目  標 

①採用に関す

る目標 

 

【実雇用率】（各年 6 月１日時点） 

各年度において、当該年６月１日時点の法定雇用率以上を達成する。 
※特例認定を受けており、瑞穂市教育委員会と瑞穂市（市長部局）との合算。 

 

（参考）令和元年６月１日時点の実雇用率：２．９２％ 

（評価方法）毎年 6 月１日の任免状況通報により把握・進捗管理する。 

 

②定着に関す

る目標 

 

不本意な離職者を極力生じさせない。 
 

（評価方法）毎年 6 月１日の任免状況通報により、前年度採用者の定

着状況を把握・進捗管理する。 

 

取組内容 

１．障害者の活躍を推進する体制整備 

 (1)組織面  

○障害者雇用推進者として、教育次長を選任する。 

○組織内の人的サポート体制（障害者雇用推進者、障害者職業生活相談

員、健康管理医及び所属長（支援担当者））を整備するとともに、職

員へ庁内ＬＡＮ等によって周知する。 

〇組織外の関係機関（岐阜労働局、岐阜公共職業安定所等）と連携体制

を構築し、役割分担及び各種相談先を整理した上、関係者間で共有す

る。 

○役割分担及び各種相談先については、人事異動等により変更が生じ

るため、定期的に更新を行う。 

 

(2)人材面  

○障害者である職員が配属されている部署の職員を中心に、厚生労働

省障害者雇用対策課又は労働局が開催する「精神・発達障害者しごとサ

ポーター養成講座」等の受講案内を行い、参加を募る（過去に同講座を

受講したことがない職員に限る。）。 
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２．障害者の活躍の基本となる職務の選定・創出 

   

○現に勤務する障害者である職員や今後採用する障害者の能力や希望

も踏まえ、年に１回以上、職務の選定及び創出について検討を行う。 

○新規採用時、又は人事評価面接時等に面談を行い、障害者である職員

と業務の適切なマッチングができているかの点検を行い、必要に応

じて検討を行う。 

 

３．障害者の活躍を推進するための環境整備・人事管理 

 (1)職務環境  

○基礎的環境整備として、障害者の利用しやすい環境に配慮した設備

のほか、障害者の要望を踏まえ、環境整備を検討する。 

○相談窓口への相談のほか、半期ごとに実施している人事評価面談の

際、障害者である職員に対しては、必要な配慮等の有無を把握するこ

ととし、その結果を踏まえて検討を行い、継続的に必要な措置を講じ

る。 

○新規に採用した障害者については定期的に面談により必要な配慮等

を把握し、継続的に必要な措置を講じる。 

なお、措置を講じるに当たっては、障害者である職員からの要望を

踏まえつつも、過重な負担にならない範囲で適切に実施する。 

 

(2)募集・採

用 

 

○採用選考に当たり、障害者からの要望を踏まえ、瑞穂市（市長部局）

とも連携し、協議したうえで障害特性に配慮した選考方法や職務の

選定を工夫し、知的障害者、精神障害者及び重度障害者の積極的な採

用に努める。 

また、本採用までに少ない勤務時間での慣らし期間を設ける等障

害特性への配慮を検討する。 

○募集・採用に当たっては、以下の取扱いを行わない。 

・特定の障害を排除し、又は特定の障害に限定する。 

・自力で通勤できることといった条件を設定する。 

・介助者なしで業務遂行が可能といった条件を設定する。 

・「就労支援機関に所属・登録しており、雇用期間中支援が受けられ

ること」といった条件を設定する。 

・特定の就労支援機関からのみの受入れを実施する。 

 

(3)働き方  

○柔軟な時間管理制度の利用を促進する。 

○年次有給休暇などの各種休暇の利用を促進する。 

 

(4)その他の

人 事 管

理 

 

○定期的な面談の設定及び必要に応じて随時面談を実施し、状況把握・

体調配慮を行う。 

○本人が希望する場合には、就労支援機関等と障害特性等についての

情報を共有し、適切な支援や配慮を講じる。 
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４．その他 

   

○「国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関す

る法律」に基づく障害者就労施設等への発注等を通じて、障害者の 

活躍の場の拡大を推進する。 

〇「瑞穂市障害者就労施設等からの物品等の調達方針」に基づき、これ

までの実績に限られることなく、その内容や調達先施設等を拡げる

など、目標金額を達成するため、全庁的に取り組む。 

 

 



 

 

 

瑞穂市障害者活躍推進計画 
（案） 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 
《SDGｓグローバル指標 8.5》 

 

 

 

2030 年までに、若者や障害者を含 

むすべての男性及び女性の、完全か 

つ生産的な雇用及び働きがいのある 

人間らしい仕事、並びに同一労働同 

一賃金を達成する。 

 

 

 

 

 

 
 

SDGｓ17 目標：持続可能な開発目標 

 

 

 

令和２年３月策定 
 

 

 

 

 

資料①
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機 関 名 瑞穂市 

任命権者 瑞穂市長 

計画期間 令和２年４月１日～令和５年３月３１日（３年間） 

瑞穂市におけ

る障害者雇用

に関する課題 

 

過去において、法定雇用率が未達成であったため、積極的な採用活動

を行い、令和元年 6 月１日現在では、法定雇用率を達成するに至って

いる。 

 令和３年４月より前に法定雇用率の引き上げも予定されているた

め、引続き法定雇用率の達成を目指す上で、障害者である職員が活躍す

るためには、各課の理解と協力のもと、体制整備や取り組みが必要であ

る。 

 

目  標 

①採用に関す

る目標 

 

【実雇用率】（各年 6 月１日時点） 

各年度において、当該年６月１日時点の法定雇用率以上を達成する。 
※特例認定を受けており、瑞穂市と瑞穂市教育委員会との合算。 

 

（参考）令和元年６月１日時点の実雇用率：２．９２％ 

（評価方法）毎年 6 月１日の任免状況通報により把握・進捗管理する。 

 

②定着に関す

る目標 

 

不本意な離職者を極力生じさせない。 
 

（評価方法）毎年 6 月１日の任免状況通報のタイミングで、人事記録

を元に、前年度採用者の定着状況を把握・進捗管理する。 

 

取組内容 

１．障害者の活躍を推進する体制整備 

 (1)組織面  

○障害者雇用推進者として、総務部長を選任する。 

○組織内の人的サポート体制（障害者雇用推進者、障害者職業生活相談

員、健康管理医及び所属長（支援担当者））を整備するとともに、職

員へ庁内ＬＡＮ等によって周知する。 

〇組織外の関係機関（岐阜労働局、岐阜公共職業安定所等）と連携体制

を構築し、役割分担及び各種相談先を整理した上、関係者間で共有す

る。 

○役割分担及び各種相談先については、人事異動等により変更が生じ

るため、定期的に更新を行う。 

 

(2)人材面  

○障害者である職員が配属されている部署の職員を中心に、厚生労働

省障害者雇用対策課又は労働局が開催する「精神・発達障害者しごとサ

ポーター養成講座」等の受講案内を行い、参加を募る（過去に同講座を

受講したことがない職員に限る。）。 
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２．障害者の活躍の基本となる職務の選定・創出 

   

○現に勤務する障害者である職員や今後採用する障害者の能力や希望

も踏まえ、年に１回以上、職務の選定及び創出について検討を行う。 

○新規採用時、又は人事評価面接時等に面談を行い、障害者である職員

と業務の適切なマッチングができているかの点検を行い、必要に応

じて検討を行う。 

 

３．障害者の活躍を推進するための環境整備・人事管理 

 (1)職務環境  

○基礎的環境整備として、障害者の利用しやすい環境に配慮した設備

のほか、障害者の要望を踏まえ、環境整備を検討する。 

○相談窓口への相談のほか、半期ごとに実施している人事評価面談の

際、障害者である職員に対しては、必要な配慮等の有無を把握するこ

ととし、その結果を踏まえて検討を行い、継続的に必要な措置を講じ

る。 

○新規に採用した障害者については定期的に面談により必要な配慮等

を把握し、継続的に必要な措置を講じる。 

なお、措置を講じるに当たっては、障害者である職員からの要望を

踏まえつつも、過重な負担にならない範囲で適切に実施する。 

 

(2)募集・採

用 

 

○採用選考に当たり、障害者からの要望を踏まえ、障害特性に配慮した

選考方法や職務の選定を工夫し、知的障害者、精神障害者及び重度障

害者の積極的な採用に努める。 

また、本採用までに少ない勤務時間での慣らし期間を設ける等障

害特性への配慮を検討する。 

○募集・採用に当たっては、以下の取扱いを行わない。 

・特定の障害を排除し、又は特定の障害に限定する。 

・自力で通勤できることといった条件を設定する。 

・介助者なしで業務遂行が可能といった条件を設定する。 

・「就労支援機関に所属・登録しており、雇用期間中支援が受けられ

ること」といった条件を設定する。 

・特定の就労支援機関からのみの受入れを実施する。 

 

(3)働き方  

○柔軟な時間管理制度の利用を促進する。 

○年次有給休暇などの各種休暇の利用を促進する。 

 

 

(4)その他の

人 事 管

理 

 

 

 

 

○定期的な面談の設定及び必要に応じて随時面談を実施し、状況把握・

体調配慮を行う。 

○本人が希望する場合には、就労支援機関等と障害特性等についての

情報を共有し、適切な支援や配慮を講じる。 
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４．その他 

   

○「国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関す

る法律」に基づく障害者就労施設等への発注等を通じて、障害者の活

躍の場の拡大を推進する。 

〇「瑞穂市障害者就労施設等からの物品等の調達方針」に基づき、これ

までの実績に限られることなく、その内容や調達先施設等を拡げる

など、目標金額を達成するため、全庁的に取り組む。 

 

 



資料②





議案第１０号  

   地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係教

育委員会規則の整備に関する規則の制定について 

 地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係教育委

員会規則の整備に関する規則案を別紙のとおり提出する。 

  令和２年３月２３日提出  

               瑞穂市教育委員会教育長 加 納 博 明  

   提案理由 

 地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律（平成２９年法律第２９

号）の施行に伴い、瑞穂市会計年度任用職員の任用等に際し関係教育委員会規

則の整備を行うもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係教育委

員会規則の整備に関する規則をここに公布する。 

  令和２年３月２３日 

            瑞穂市教育委員会教育長 

瑞穂市教育委員会規則第２号 



地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係教

育委員会規則の整備に関する規則の制定について 

（瑞穂市学校運営協議会規則の一部改正） 

第１条 瑞穂市学校運営協議会規則（平成３０年瑞穂市教育委員会規則第９

号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「第４７条の６」を「第４７条の５」に改める。 

 第３条中「第４７条の６第１項」を「第４７条の５第１項」に改める。 

 第４条第１項中「第４７条の６第４項」を「第４７条の５第４項」に改め

る。 

 第５条第２項中「第４７条の６第２項」を「第４７条の５第２項」に改め

る。 

  第１３条第２項中「第４７条の６第９項」を「第４７条の５第９項」に改

める。 

 （瑞穂市社会教育指導員設置規則の一部改正） 

第２条 瑞穂市社会教育指導員設置規則（平成１５年瑞穂市教育委員会規則第

１６号）の一部を次のように改正する。 

  第２条中「委嘱」を「任用」に改める。 

  第３条の見出しを「（任用）」に改め、同条第１項中「任命する」を「任

用する」に改め、同条第２項中「非常勤」を「地方公務員法（昭和２５年法

律第２６１号）第２２条の２第１項第１号に規定する会計年度任用職員」に

改める。 

  第４条第1項中「１年」を「その任用の日から同日の属する会計年度の末

日まで」に改める。 

  第５条を削り、第６条を第５条とし、第７条を第６条とする。 
 

（瑞穂市招致外国青年設置規則及び瑞穂市招致外国青年任用規則の廃止） 

第３条 次に掲げる規則は、廃止する。 

（１）瑞穂市招致外国青年設置規則（平成１５年瑞穂市教育委員会規則第７

号）  

（２）瑞穂市招致外国青年任用規則（平成１９年瑞穂市教育委員会規則第６

号) 



    附 則 

 この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

 



地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係教育委員

会規則の整備に関する規則及び同告示の制定についての概要 

 

  地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係教育委員会

規則の整備に関する規則 

【第１条関係】瑞穂市学校運営協議会規則の一部改正 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律の条の繰り上げによる。 

（第４７条の６→第４７条の５） 

 

【第２条関係】瑞穂市社会教育指導員設置規則の一部改正 

制度の厳格化により嘱託職員・補助職員より会計年度任用職員による職務となる

ため改正する。また、これにより年より年度を単位とした任期となるため改正す

る。 

（職務内容を指定したいため、規則の廃止はおこなわない。） 

≪説明≫ 

・嘱託職員＝非常勤の職員（短時間勤務職員）で条例、規則に規定を要する。

（現行条例の別表の一部を廃止） 

・補助職員＝期間（１年）を定めて補助的に雇用する職員。（廃止） 

・会計年度任用職員＝特別職、臨時的任用の厳格化により、会計年度を超えない

範囲内で置かれる職員。 

 

【第３条関係】瑞穂市招致外国⻘年設置規則及び瑞穂市招致外国⻘年任⽤規則の廃⽌ 

制度を終了する。 

（事業については、委託業務として継続する。） 

 

 

 

  地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係教育委員会

規則の整備に関する告示 

【第１条関係】瑞穂市地域子育て支援拠点事業実施要綱の一部改正 

職種の規定の削除。 

（センター長は非常勤とし、子育て相談員をもって充てる。） 

（職務内容を指定したいため要綱の廃止はおこなわない。） 
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【第２条関係】瑞穂市利用者支援事業実施要綱の一部改正 

職種の規定の削除。 

（専任職員は非常勤とし、子育て相談員をもって充てる。） 

（職務内容を指定したいため要綱の廃止はおこなわない。） 

 

【第３条関係】瑞穂市子育て相談員設置要綱の一部改正 

職種の規定の削除。指示者の追加。 

（専任職員は非常勤とし、子育て相談員をもって充てる。） 

（職務内容を指定したいため要綱の廃止はおこなわない。） 

 

【第４条関係】次に掲げる告示は、廃止する。 
（１）瑞穂市社会教育推進員設置要綱 

（職務内容を一般にも知らしめたいため規則に改める。） 

（２）瑞穂市青少年育成推進員設置要綱 

（職務内容を一般にも知らしめたいため規則に改める。） 

（３）瑞穂市教育相談員設置要綱 

（業務は継続。職務内容は事務分掌等にて指定する。） 

（４）瑞穂市適応指導教室教育相談補助員設置要綱 

（制度を終了する。） 

（５）瑞穂市立小中学校「心の教室相談員」設置要綱 

（業務は継続。職務内容は事務分掌等にて指定。） 

（６）瑞穂市外国語指導助手設置要綱 

（制度を終了する。事業については、委託業務として継続する。） 

（７）瑞穂市学校等生活支援員設置要綱 

（業務は継続。職務内容は事務分掌等にて指定。） 

（８）瑞穂市学校日本語指導員派遣要綱 

（業務は継続。職務内容は事務分掌等にて指定。） 

（９）瑞穂市部活動に係る社会人指導者派遣事業実施要綱 

（業務は継続。任用制度ポランティア的職務のため廃止。） 

（１０）瑞穂市小学校理科支援員設置要綱 

（業務は継続。職務内容は事務分掌等にて指定。） 

（１１）瑞穂市外国人児童生徒支援員派遣要綱 

（業務は継続。職務内容は事務分掌等にて指定。） 

 

 



議案第１１号 

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係

教育委員会告示の整備に関する告示の制定について 

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係教育委

員会告示の整備に関する告示案を別紙のとおり提出する。 

令和２元年３月２３日提出 

瑞穂市教育委員会教育長 加 納 博 明  

提案理由 

 地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律（平成２９年法律第２９

号）の施行に伴い、瑞穂市会計年度任用職員の任用等に際し関係教育委員会要

綱の整備を行うもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



瑞穂市教育委員会告示第６号 

 地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係教育委

員会告示の整備に関する告示を次のように定める。 

  令和２年３月２３日 

            瑞穂市教育委員会教育長 加 納 博 明 

 



地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係教

育委員会告示の整備に関する告示の制定について 
   

（瑞穂市地域子育て支援拠点事業実施要綱の一部改正） 

第１条 瑞穂市地域子育て支援拠点事業実施要綱（平成２２年瑞穂市教育委員

会告示第２４号）の一部を次のように改正する。 

  第７条第２項を削る。  

（瑞穂市利用者支援事業実施要綱の一部改正） 

第２条 瑞穂市利用者支援事業実施要綱（平成２６年瑞穂市教育委員会告示第

２０号）の一部を次のように改正する。 

  第５条中第２項を削り、第３項を第２項とする。 

（瑞穂市子育て相談員設置要綱の一部改正） 

第３条 瑞穂市子育て相談員設置要綱（平成２２年瑞穂市教育委員会告示第２

５号）の一部を次のように改正する。 

  第２条を削る。 

第３条の見出しを「（任用）」に改め、同条第１項中「任命する」を「任

用する」に改め、同条第２項を削り、同条を第２条とする。 

  第４条第５項を第６項とし、同条第４項の次に次の１項を加え、同条を第

３条とする。 

（５）各所属長の指示する業務 

第５条第２項を削り、同条を第４条とする。 

（瑞穂市社会教育推進員設置要綱等の廃止） 

第４条 次に掲げる告示は、廃止する。 

（１）瑞穂市社会教育推進員設置要綱（平成１５年瑞穂市教育委員会告示第

３号） 

（２）瑞穂市青少年育成推進員設置要綱（平成１５年瑞穂市教育委員会告示

第４号） 

（３）瑞穂市教育相談員設置要綱（平成１７年瑞穂市教育委員会告示第４号） 

（４）瑞穂市適応指導教室教育相談補助員設置要綱（平成１７年瑞穂市教育

委員会告示第５号） 

（５）瑞穂市立小中学校「心の教室相談員」設置要綱（平成１７年瑞穂市教



育委員会告示第６号） 

（６）瑞穂市外国語指導助手設置要綱（平成１８年瑞穂市教育委員会告示第

７号) 

（７）瑞穂市学校等生活支援員設置要綱（平成１９年瑞穂市教育委員会告示

第４号) 

（８）瑞穂市学校日本語指導員派遣要綱（平成２５年教育委員会告示第８号） 

（９）瑞穂市部活動に係る社会人指導者派遣事業実施要綱（平成２９年瑞穂

市教育委員会告示第２号） 

（１０）瑞穂市小学校理科支援員設置要綱（平成３１年瑞穂市教育委員会告

示第６号） 

（１１）瑞穂市外国人児童生徒支援員派遣要綱（平成３１年瑞穂市教育委員

会告示第９号） 
   

   附 則 

この告示は、令和２年４月１日から施行する。 

 



議案第１２号 

   瑞穂市社会教育推進員設置規則について 

 瑞穂市社会教育推進員設置規則案を別紙のとおり提出する。 

  令和２年３月２３日提出 

瑞穂市教育委員会教育長 加 納 博 明  

   提案理由 

 社会教育推進員を設置するため必要な規則を制定するもの。 



 瑞穂市社会教育推進員設置規則をここに公布する。 

  令和２年３月２３日 

瑞穂市教育委員会教育長             

瑞穂市教育委員会告示第７号 
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○瑞穂市社会教育推進員設置規則  

令和２年３月２３日  

教育委員会規則第３号  

（設置）  

第１条 社会教育の振興及び地域における実践活動を推進するため、瑞穂市社

会教育推進員（以下「推進員」という。）を置く。  

（職務）  

第２条 推進員は、それぞれの自治会及び瑞穂市教育委員会（以下「教育委員

会」という。）と密接な連携を図り、次に掲げる事項を自治会の実状に応じ

て推進する。  

（１） 集会所等の活用による自治会の社会教育事業の企画推進  

（２） 市民の健康及び体力の推進を図るための体育活動の奨励  

（３） 教育委員会が行う学級、講座その他文化的社会教育事業等の奨励  

（４） 青少年の健全な育成及び非行の防止  

２ 前項に規定するもののほか、推進員は、他の自治会と連携を図り、社会教

育に必要なことを推進する。  

（委嘱）  

第３条 推進員は、自治会長から推薦のあった者のうちから適当と認められる

ものを、教育委員会が委嘱する。  

２ 自治会長は、次の基準により、前項の推薦を行う。  

（１） 地域の事情に精通し、社会教育に熱意を有すること。  

（２） 健康で活動力があり、社会教育活動に積極的に協力できること。  

（定数）  

第４条 推進員の定数は、１自治会につき１人とする。ただし、教育委員会が

特に必要と認める場合には、２人以上置くことができる。  

（任期）  

第５条 任期は、２年とする。ただし、補欠による推進員の任期は、前任者の

残任期間とする。  

２ 推進員は、再任されることができる。  
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（その他）  

第６条 この規則に定めるもののほか、推進員に関し必要な事項は、教育長が

別に定める。  

附 則  

（施行期日）  

１ この規則は、令和２年４月１日から施行する。  

（任期の特例）  

２ この規則の施行の日以後最初に第３条の規定により委嘱される推進員の任

期は、第５条の規定にかかわらず、委嘱された日から令和３年３月３１日ま

でとする。  

（経過措置）  

３ この規則の施行の日の前日までに、瑞穂市社会教育推進員設置要綱（平成

１５年瑞穂市教育委員会告示第３号）の規定によりなされた処分、手続その

他の行為は、この規則の相当規定によりなされた処分、手続その他の行為と

みなす。  

 

 



議案第１３号 

   瑞穂市青少年育成推進員設置規則について 

 瑞穂市社会教育推進員設置規則案を別紙のとおり提出する。 

  令和２年３月２３日提出 

瑞穂市教育委員会教育長 加 納 博 明  

   提案理由 

 青少年育成推進員を設置するため必要な規則を制定するもの。 



 瑞穂市青少年育成推進員設置規則をここに公布する。 

  令和２年３月２３日 

瑞穂市教育委員会教育長 

瑞穂市教育委員会規則第４号 
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○瑞穂市青少年育成推進員設置規則  

令和２年３月２３日  

教育委員会規則第４号  

（設置）  

第１条 青少年育成運動の趣旨徹底と、地域における実践活動を推進するため、

瑞穂市青少年育成推進員（以下「推進員」という。）を置く。  

（職務）  

第２条 推進員は、青少年育成瑞穂市民会議及びその他の関係団体並びに地域

住民と密接な連携を保って、青少年育成運動の普及徹底を図るとともに、地

域の実態に応じた実践活動が展開されるよう指導助言し、担当区域における

推進活動の中心的役割を果たすものとする。  

（委嘱）  

第３条 推進員は、次の基準に該当する者のうちから、瑞穂市教育委員会（以

下「教育委員会」という。）が委嘱する。  

（１） 地域の実状に精通し、青少年の健全な育成に熱意を有すること。  

（２） 健康で活動力があり、指導者としての能力を有すること。  

（定数）  

第４条 推進員の定数は、１０人以内とする。  

（任期）  

第５条 推進員の任期は、２年とする。ただし、補欠による推進員の任期は、

前任者の残任期間とする。  

（連絡及び協調）  

第６条 推進員は、岐阜県青少年育成推進指導員及び他の地域を担当する推進

員と相互に密接に連絡し、協力するものとする。  

（その他）  

第７条 推進員の担当区域その他必要な事項は、教育委員会が別に定める。  

附 則  

（施行期日）  

１ この規則は、令和２年４月１日から施行する。  



議案第１４号  

   瑞穂市学校評議員会運営要綱を廃止する告示について  

  瑞穂市学校評議員会運営要綱（平成１９年教育委員会告示第５号）を廃止する告示案

を別紙のとおり提出する。 

 令和２年３月２３日提出  

瑞穂市教育委員会教育長 加 納 博 明  

  提案理由 

瑞穂市立小中学校管理規則（平成１５年教育委員会規則第８号）並びに瑞穂

市立幼稚園管理規則（平成１５年教育委員会規則第１３号）の一部改正に伴い、

瑞穂市学校評議員会運営要綱を廃止するもの。 



教育委員会告示第９号 

瑞穂市学校評議員会運営要綱を廃止する告示を次のように定める。 

  令和２年３月２３日 

瑞穂市教育委員会教育長 加 納 博 明     

瑞穂市学校評議員会運営要綱を廃止する告示 

 瑞穂市学校評議員会運営要綱（平成１９年教育委員会告示第５号）は、廃止

する。  

附 則  

 この告示は、令和２年４月１日から施行する。  



議案第１５号 

   瑞穂市給食センター運営規則の一部を改正する規則について 

 瑞穂市給食センター運営規則（平成１９年瑞穂市教育委員会規則第７号）の

一部を改正する規則案を別紙のとおり提出する。 

  令和２年３月２３日提出 

               瑞穂市教育委員会教育長 加 納 博 明  

   提案理由 

 令和２年度より学校給食事業特別会計を廃止し、一般会計へ移行することに

伴い、給食費を改定する必要があるため、瑞穂市給食センター運営規則の一部

を改正するもの。 



瑞穂市給食センター運営規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和２年３月２３日 

瑞穂市教育委員会教育長 

瑞穂市教育委員会規則第５号 
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   瑞穂市給食センター運営規則の一部を改正する規則  

瑞穂市給食センター運営規則（平成１９年瑞穂市教育委員会規則第７号）の

一部を次のように改正する。  

第４条第３項中「一人あたり」を「１人当たり」に改め、同項第１号中「児

童」の次に「及び職員」を加え、同項第２号を削り、同項第３号中「生徒」の

次に「及び職員」を加え、同号を同項第２号とし、第４号を削り、同項第５号

中「幼稚園児」の次に「及び職員」を加え、同号を同項第３号とし、第６号を

削り、同項第７号中「４，８３０円」を「４，７４０円」に改め、同号を同項

第４号とする。  

   附 則  

この規則は、令和２年４月１日から施行する。  
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瑞穂市給食センター運営規則（平成19年瑞穂市教育委員会規則第７号）新旧対照表 

改正後（案） 現行 

（給食費） （給食費） 

第４条 略 第４条 略 

２ 略 ２ 略 

３ 給食費の額は、１人当たり次のとおりとする。ただし、給食月数が1
1回の場合にあっては、８月は徴収しないものとする。 

３ 給食費の額は、一人あたり次のとおりとする。ただし、給食月数が1
1回の場合にあっては、８月は徴収しないものとする。 

(1) 小学校の児童及び職員 月額4,020円 (1) 小学校の児童         月額4,020円 

 (2) 小学校の職員 月額4,100円 

(2) 中学校の生徒及び職員 月額4,740円。ただし、３年生の３月分は、

2,320円とする。 
(3) 中学校の生徒         月額4,740円。ただし、３年生の３月分は、

2,320円とする。 

 (4) 中学校の職員 月額4,830円 

(3) 幼稚園児及び職員 月額3,710円 (5) 幼稚園児         月額3,710円 

 (6) 幼稚園の職員 月額3,780円 

(4) 給食センター職員 月額4,740円 (7) 給食センター職員 月額4,830円 

 



議案第１６号 

   瑞穂市給食センター給食費減額取扱要綱の一部を改正する告示について 

 瑞穂市給食センター給食費減額取扱要綱（令和元年瑞穂市教育委員会告示第

２２号）の一部を改正する告示案を別紙のとおり提出する。 

  令和２年３月２３日提出 

               瑞穂市教育委員会教育長 加 納 博 明  

   提案理由 

 令和２年度より学校給食事業特別会計を廃止し、一般会計へ移行することに

伴い、給食費を改定する必要があるため、瑞穂市給食センター給食費減額取扱

要綱の一部を改正するもの。 



瑞穂市教育委員会告示第１０号 

 瑞穂市給食センター給食費減額取扱要綱の一部を改正する告示を次のように

定める。 

  令和２年３月２３日 

            瑞穂市教育委員会教育長 加 納 博 明 
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   瑞穂市給食センター給食費減額取扱要綱の一部を改正する告示  

瑞穂市給食センター給食費減額取扱要綱（令和元年瑞穂市教育委員会告示第

２２号）の一部を次のように改正する。  

第３条第１号中「児童」の次に「及び職員」を加え、同条第２号を削り、同

条第３号中「生徒」の次に「及び職員」を加え、同号を同条第２号とし、第４

号を削り、同条第５号中「幼稚園児」の次に「及び職員」を加え、同号を同条

第３号とし、第６号を削り、同条第７号中「２７０円」を「２６０円」に改め、

同号を同条第４号とする。  

   附 則  

この告示は、令和２年４月１日から施行する。  
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瑞穂市給食センター給食費減額取扱要綱（令和元年瑞穂市教育委員会告示第22号）新旧対照表 

改正後（案） 現行 

（算定額） （算定額） 

第３条 減額をするに当たり、給食１食に相当する額は、次のとおりと

する。 
第３条 減額をするに当たり、給食１食に相当する額は、次のとおりと

する。 

(1) 小学校の児童及び職員 日額220円 (1) 小学校の児童         日額220円 

 (2) 小学校の職員 日額230円 

(2) 中学校の生徒及び職員 日額260円 (3) 中学校の生徒         日額260円 

 (4) 中学校の職員 日額270円 

(3) 幼稚園児及び職員 日額210円 (5) 幼稚園児         日額210円 

 (6) 幼稚園の職員 日額220円 

(4) 給食センター職員 日額260円 (7) 給食センター職員 日額270円 

 



議案第１７号 

   瑞穂市立小中学校管理規則の一部を改正する規則について 

 瑞穂市立小中学校管理規則の一部を改正する規則案を別紙のとおり提出する。 

  令和２年３月２３日提出 

瑞穂市教育委員会教育長 加 納 博 明  

   提案理由 

 「公立義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法の一部を改

正する法律」（令和元年法律第７２号）第 7 条の規定に基づき、「公立学校の

教育職員の業務量の適切な管理その他教育職員の服務を監督する教育委員会が

教育職員の健康及び福祉の確保を図るために講ずべき措置に関する指針」が告

示されたため、瑞穂市立小中学校管理規則の一部を改正するもの。 



瑞穂市立小中学校管理規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和２年３月２３日 

瑞穂市教育委員会教育長 

瑞穂市教育委員会規則第６号 

 



瑞穂市立小中学校管理規則の一部を改正する規則 

瑞穂市立小中学校管理規則（平成１５年教育委員会規則第８号）の一部を次

のように改正する。 

目次中「第１２章 補則（第４１条）」を「第１２章 業務量の管理（第４ 

第１３章 補則（第４２条）」 

１条）」に改める。 

 

 第４１条を第４２条とする。 

第１２章を第１３章とし、第１１章の次に次の章を加える。 

第１２章 業務量の管理 

（業務量の適切な管理） 

第４１条 教育委員会は、公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関す

る特別措置法（昭和４６年法律第７７号）第２条に規定する教育職員（以下

単に「教育職員」という。）の健康及び福祉の確保を図ることにより学校教

育の水準の維持向上に資するよう、その所管に属する学校の教育職員が業務

を行う時間（同法第７条の指針に規定する在校等時間をいう。以下同じ。）

から所定の勤務時間（同法第６条第３項各号に掲げる日（代休日が指定され

た日を除く。）以外の日における正規の勤務時間をいう。以下同じ。）を除

いた時間を次の各号に掲げる時間の上限の範囲内とするため、教育職員の業

務量の適切な管理を行う。 

（１） １箇月について４５時間 

（２） １年について３６０時間 

２ 教育委員会は、教育職員が児童生徒等に係る通常予見することのできない

業務量の大幅な増加等に伴い、一時的又は突発的に所定の勤務時間外に業務

を行わざるを得ない場合には、前項の規定にかかわらず、教育職員が業務を

行う時間から所定の勤務時間を除いた時間を次の各号に掲げる時間及び月数

の上限の範囲内とするため、教育職員の業務量の適切な管理を行う。 

（１） １箇月について１００時間未満 

（２） １年について７２０時間 

（３） １箇月ごとに区分した各期間に当該各期間の直前の１箇月、２箇月、



３箇月、４箇月及び５箇月の期間を加えたそれぞれの期間において１箇

月あたりの平均時間について８０時間 

（４） １年のうち１箇月において所定の勤務時間以外の時間において４５時

間を超えて業務を行う月数について６箇月 

３ 前２項に定めるもののほか、教育職員の業務量の適切な管理その他教育

職員の健康及び福祉の確保を図るために必要な事項については、教育委員

会が別に定める。 

 

附 則 

この附則は、令和２年４月１日から施行する。 
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瑞穂市立小中学校管理規則（平成15年瑞穂市教育委員会規則第８号）新旧対照表 

改正後（案） 現行 

○瑞穂市立小中学校管理規則 ○瑞穂市立小中学校管理規則 

略 
第１２章 業務量の管理 

（業務量の適切な管理） 
第41条 教育委員会は、公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に

関する特別措置法（昭和46年法律第77号）第2条に規定する教育職員（以

下単に「教育職員」という。）の健康及び福祉の確保を図ることにより

学校教育の水準の維持向上に資するよう、その所管に属する学校の教育

職員が業務を行う時間（同法第7条の指針に規定する在校等時間をいう。

以下同じ。）から所定の勤務時間（同法第6条第3項各号に掲げる日（代

休日が指定された日を除く。）以外の日における正規の勤務時間をいう。

以下同じ。）を除いた時間を次の各号に掲げる時間の上限の範囲内とす

るため、教育職員の業務量の適切な管理を行う。 
(1)  １箇月について４５時間 
(2)  １年について３６０時間 

２ 教育委員会は、教育職員が児童生徒等に係る通常予見することのでき

ない業務量の大幅な増加等に伴い、一時的又は突発的に所定の勤務時間

外に業務を行わざるを得ない場合には、前項の規定にかかわらず、教育

職員が業務を行う時間から所定の勤務時間を除いた時間を次の各号に

掲げる時間及び月数の上限の範囲内とするため、教育職員の業務量の適
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切な管理を行う。 
(1) １箇月について１００時間未満 
(2) １年について７２０時間 
(3)  １箇月ごとに区分した各期間に当該各期間の直前の１箇月、２箇月

３箇月、４箇月及び５箇月の期間を加えたそれぞれの期間において１

箇月あたりの平均時間について８０時間 
(4) １年のうち１箇月において所定の勤務時間以外の時間において４５

時間を超えて業務を行う月数について６箇月 
３ 前2項に定めるもののほか、教育職員の業務量の適切な管理その他教

育職員の健康及び福祉の確保を図るために必要な事項については、教育

委員会が別に定める。 

第13章 補則 第12章 補則 

（その他） （その他） 

第42条 この規則の施行に関し必要な事項は、校長が別に定める。 第41条 この規則の施行に関し必要な事項は、校長が別に定める。 

  

 



議案第１８号 

   瑞穂市立幼稚園管理規則の一部を改正する規則について 

 瑞穂市立幼稚園管理規則の一部を改正する規則案を別紙のとおり提出する。 

  令和２年３月２３日提出 

瑞穂市教育委員会教育長 加 納 博 明  

   提案理由 

 瑞穂市学校運営協議会規則（平成３０年瑞穂市教育委員会規則第９号）の施

行により瑞穂市小中学校が学校運営協議会を設置するため、幼稚園管理規則の

一部を改正するもの。 



瑞穂市立幼稚園管理規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和２年３月２３日 

瑞穂市教育委員会教育長 

瑞穂市教育委員会規則第７号 

 



瑞穂市立幼稚園管理規則の一部を改正する規則 

瑞穂市立幼稚園管理規則（平成１５年瑞穂市教育委員会規則第１３号）の一

部を次のように改正する。 

 第１５条を第１６条とする。 

第１４条中「、第３８条及び瑞穂市学校評議員会運営要綱（平成１９年瑞穂

市教育委員会告示第５号）」を削り、同条を第１５条とし、第１３条の次に次

の１条を加える。 

（評議員の設置等）  

第１４条 一層開かれた園づくりを推進するために、諮問機関として評議員を

置くことができる。  

２ 評議員は、次に掲げる者のうちから園長が委嘱し、教育委員会へ報告する

ものとする。  

（１） 保護者の代表  

（２） 民生委員・児童委員の代表  

（３） 地域住民の代表  

（４） 学識経験者  

３ 評議員は、次に掲げる事項を審議し、園長の求めに応じ、意見を述べ、助

言を行う。  

（１） 幼稚園の経営方針及び管理運営に関すること。  

（２） 幼稚園・家庭・地域社会に関すること。  

（３） その他、園長が審議を必要と認めること。  

４ 評議員の任期は、１年とする。ただし、再任されることができる。  

５ 評議員に報酬は支給しない。  

６ 評議員は、職務上知り得た情報について、漏らしてはならない。また、そ

の職務を退いた後も同様とする。  

 

   附 則  

 この規則は、公布の日から施行し、令和元年４月１日より適用する。  
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瑞穂市立幼稚園管理規則（平成15年瑞穂市教育委員会規則第13号）新旧対照表 

改正後（案） 現行 

○瑞穂市立幼稚園管理規則 ○瑞穂市立幼稚園管理規則 

  

略 
（評議員の設置等） 

第14条 一層開かれた園づくりを推進するために、諮問機関として評議

員を置くことができる。 
２ 評議員は、次に掲げる者のうちから園長が委嘱し、教育委員会へ報告

するものとする。 
(1) 保護者の代表 
(2) 民生委員・児童委員の代表 
(3) 地域住民の代表 
(4) 学識経験者 

３ 評議員は、次に掲げる事項を審議し、園長の求めに応じ、意見を述べ、

助言を行う。 
(1) 幼稚園の経営方針及び管理運営に関すること。 
(2) 幼稚園・家庭・地域社会に関すること。 
(3) その他、園長が審議を必要と認めること。 

４ 評議員の任期は、１年とする。ただし、再任されることができる。 
５ 評議員に報酬は支給しない。 

略 
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６ 評議員は、職務上知り得た情報について、漏らしてはならない。また、

その職務を退いた後も同様とする。 

 （準用規定） 
第15条 この規則に定めるもののほか、幼稚園の管理及び運営に関し必

要な事項は、瑞穂市立小中学校管理規則（平成15年瑞穂市教育委員会

規則第８号）第２条、第５条、第８条、第12条から第14条まで、第26
条、第28条から第36条まで                   

               の規定を準用する。この場合におい

て、「学校」とあるのは「幼稚園」と、「校長」とあるのは「園長」

と、「児童、生徒」とあるのは、「幼児」と読み替えるものとする。 

（準用規定） 
第14条 この規則に定めるもののほか、幼稚園の管理及び運営に関し必

要な事項は、瑞穂市立小中学校管理規則（平成15年瑞穂市教育委員会

規則第８号）第２条、第５条、第８条、第12条から第14条まで、第26
条から第36条まで、第38条及び瑞穂市学校評議員会運営要綱（平成19
年瑞穂市教育委員会告示第５号）の規定を準用する。この場合におい

て、「学校」とあるのは「幼稚園」と、「校長」とあるのは「園長」

と、「児童、生徒」とあるのは、「幼児」と読み替えるものとする。 

（その他） （その他） 

第16条 この規則の実施に関し必要な事項は、教育長が別に定める。 第15条 この規則の実施に関し必要な事項は、教育長が別に定める。 

略 略 

 



議案第１９号  

   瑞穂市立保育所運営規程の一部を改正する訓令について 

 瑞穂市立保育所運営規程の一部を改正する訓令案を別紙のとおり提出する。 

  令和２年３月２３日提出  

               瑞穂市教育委員会教育長 加 納 博 明  

   提案理由 

 本田第２保育所及び南保育・教育センターの３号認定利用者の増に伴い、利用

定員を変更するもの。 



 

瑞穂市立保育所運営規程の一部を改正する訓令  

瑞穂市立保育所運営規定（平成２９年瑞穂市教育委員会訓令第１号）の一部

を次のように改正する。  

別表本田第２保育所の項中「１２４」を「１２２」に改め、同項中「２４」

を「２６」に改め、同表南保育・教育センターの項中「１９４」を「１９２」

に、「２４」を「２６」に改める。  

   附 則  

 この訓令は、公表の日から施行し、令和２年４月１日から適用する。  



1/1 

瑞穂市立保育所運営規程（平成29年瑞穂市教育委員会訓令第１号）新旧対照表 

改正後（案） 現行 

別表（第10条関係） 別表（第10条関係） 

名称 2号利用定員 
（3歳以上児）

3号利用定員 
1、2歳児 0歳児 

 人 人 人 
本田第1保育所 124 24 2 
本田第2保育所 122 26 2 
別府保育所 180 88 12 
牛牧第1保育所 90 ― ― 
牛牧第2保育所 174 44 2 
西保育・教育センター 90 ― ― 
中保育・教育センター 72 26 2 
南保育・教育センター 192 26 2 

 

名称 2号利用定員 
（3歳以上児） 

3号利用定員 
1、2歳児 0歳児 

 人 人 人 
本田第1保育所 124 24 2 
本田第2保育所 124 24 2 
別府保育所 180 88 12 
牛牧第1保育所 90 ― ― 
牛牧第2保育所 174 44 2 
西保育・教育センター 90 ― ― 
中保育・教育センター 72 26 2 
南保育・教育センター 194 24 2 

 

 



議案第２０号  

瑞穂市青少年育成推進員の委嘱について  

瑞穂市青少年育成推進員に別紙の者を委嘱したいので、瑞穂市教育委員会事

務委任規則（平成１５年瑞穂市教育委員会告示第６号）第１条第１１号の規定

により、瑞穂市教育委員会の議決を求める。  

  令和２年３月２３日提出  

               瑞穂市教育委員会教育長 加 納 博 明  

   提案理由  

 瑞穂市青少年育成推進員設置規則（令和２年瑞穂市教育委員会規則第４号）

第３条の規定により、瑞穂市青少年育成推進員を委嘱するもの。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



氏　　名 性別 住　　　所 担当 任　期 年数 備　　考

1 武藤　輝夫 男 牛牧 R2.4.1～R4.3.31 27 平成１１年４月１日から県より「岐阜県青
少年育成推進指導員」として委嘱

2 長屋　正治 男 生津 R2.4.1～R4.3.31 20

3 藤橋　克郎 男 穂積 R2.4.1～R4.3.31 17

4 田村　和彦 男 本田 R2.4.1～R4.3.31 17

5 村井　正人 男 南 R2.4.1～R4.3.31 11

6 錦見　敦子 女 穂積 R2.4.1～R4.3.31 4

7 森　　厚子 女 牛牧 R2.4.1～R4.3.31 1

8 馬渕　淳子 女 中 R2.4.1～R4.3.31 1

9 矢野　幸子 女 西 R2.4.1～R4.3.31 1

令和２年度～令和３年度瑞穂市青少年育成推進員

※　年数は、令和元年度末までの年数



議案第２１号  

瑞穂市スポーツ推進委員の委嘱について  

瑞穂市スポーツ推進委員に別紙の者を委嘱したいので、瑞穂市教育委員会事

務委任規則（平成１５年瑞穂市教育委員会告示第６号）第１条第１１号の規定

により、瑞穂市教育委員会の議決を求める。  

  令和２年３月２３日提出  

               瑞穂市教育委員会教育長 加 納 博 明  

   提案理由  

 スポーツ基本法（平成２３年法律第７８号）第３２条第１項の規定により、

瑞穂市スポーツ推進委員を委嘱するもの。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



氏名 性別 住所 校区
令和元年度迄

の年数
備考

1 堤　　卓雄 男 生津 ３８年

2 広瀬　真弓 女 穂積 ２９年

3 清水　澄子 女 本田 ２４年

4 松尾　康史 男 牛牧 ２２年

5 大友みゆき 女 巣南 ２０年

6 宮川ひづる 女 生津 １６年

7 深水　絹子 女 生津 １６年

8 妻島はつ美 女 牛牧 １４年

9 今井　里絵 女 穂積 １３年

10 三木　利信 男 巣南 １２年

11 伊藤せつよ 女 巣南 １２年

12 廣瀬　兼展 男 本田 ８年

13 岡田　保彦 男 巣南 ６年

14 林　昌宏 男 巣南 ６年

15 吉田　厚司 男 巣南 ６年

16 岩田    　肇 男 巣南 ４年

17 大滝    　篤 男 巣南 ４年

18 溝川　哲哉 男 牛牧 ２年

19 三角　由加 女 生津 ２年

20 小森　勝 男 巣南 ２年

21 佐々木　淳子 女 巣南 ２年

Ｒ２．４．１～Ｒ４．３．３１

Ｒ２．４．１～Ｒ４．３．３１

Ｒ２．４．１～Ｒ４．３．３１

Ｒ２．４．１～Ｒ４．３．３１

Ｒ２．４．１～Ｒ４．３．３１

Ｒ２．４．１～Ｒ４．３．３１

Ｒ２．４．１～Ｒ４．３．３１

Ｒ２．４．１～Ｒ４．３．３１

Ｒ２．４．１～Ｒ４．３．３１

Ｒ２．４．１～Ｒ４．３．３１

Ｒ２．４．１～Ｒ４．３．３１

Ｒ２．４．１～Ｒ４．３．３１

Ｒ２．４．１～Ｒ４．３．３１

Ｒ２．４．１～Ｒ４．３．３１

Ｒ２．４．１～Ｒ４．３．３１

Ｒ２．４．１～Ｒ４．３．３１

令和２・３年度　瑞穂市スポーツ推進委員名簿

Ｒ２．４．１～Ｒ４．３．３１

任期

Ｒ２．４．１～Ｒ４．３．３１

Ｒ２．４．１～Ｒ４．３．３１

Ｒ２．４．１～Ｒ４．３．３１

Ｒ２．４．１～Ｒ４．３．３１



意見聴取  

   瑞穂市放課後児童健全育成事業費補助金交付要綱の制定について  

 瑞穂市放課後児童健全育成事業費補助金交付要綱案を別添のとおり提出する。 

  令和２年３月２３日提出  

               瑞穂市教育委員会教育長 加 納 博 明  

   提案理由  

 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３４条の８の規定により、国、

都道府県及び市町村以外の者が、放課後児童健全育成事業を行うに当たり、事

業費に係る補助金を交付するため、要綱を制定するもの。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



瑞穂市告示第４８号 

 瑞穂市放課後児童健全育成事業費補助金交付要綱を次のように定める。 

  令和２年３月２７日 

                  瑞穂市長 森   和  之     



瑞穂市放課後児童健全育成事業費補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この告示は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」と 

いう。）第６条の３第２項に規定する放課後児童健全育成事業（以下「事業」 

という。）の実施について、瑞穂市放課後児童健全育成事業の設備及び運営

に関する基準を定める条例（平成２６年瑞穂市条例第２３号。以下「基準条

例」という。）に基づき事業を実施する施設を設置し運営する者に対し、予

算の範囲内において、瑞穂市放課後児童健全育成事業費補助金（以下「補助

金」という。）を交付するものとし、その交付に関しては、瑞穂市補助金交

付規則（平成１５年瑞穂市規則第３６号。以下「規則」という。）に定める

もののほか、この告示の定めるところによる。 

（補助対象事業者） 

第２条 補助金の交付の対象となる者は、瑞穂市放課後児童健全育成事業の届

出等に関する要綱（令和元年瑞穂市教育委員会告示第２号）第３条の規定に

より放課後児童健全育成事業開始届を事前に市長に届け出て、受理された事

業者（以下「補助事業者」という。）とする。 

（補助対象事業） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業は、「放課後児童健全育成事業」の実

施について（平成２７年５月２１日付け雇児発０５２１第８号厚生労働省雇

用均等・児童家庭局長通知）に定める放課後児童健全育成事業実施要綱及び

基準条例に基づき実施する事業であって、次の各号のいずれにも該当するも

のとする。 

（１）市内の小学校に就学している児童が対象であること。 

（２）当該事業に係る施設に原則５名以上の利用者が在籍していること。ただ

し、年度途中の利用者減により５名を下回る場合は、この限りでない。 

（３）利用料を徴収していること。 

（４）当該事業に係る施設の利用者及び事業実施に必要な職員等について、補

助事業者の責任において傷害保険、賠償責任保険その他必要な保険に加入

していること。 

 （補助対象経費） 



第４条 補助金の交付の対象となる経費は、前条に規定する事業に要する経費

として市長が別に定めるものとする。 

 （補助金の額） 

第５条 補助金の額は、別表に定める算定基準により算出された額の合計額と

当該事業の補助対象経費に係る実支出額の合計額とを比較して少ない方の額

と、総事業費から寄付金その他の収入額を控除した額とを比較して少ない方

の額とし、予算の範囲内において市長が定める。 

２ 前項の規定により算定した額に１，０００円未満の端数がある場合は、こ

れを切り捨てるものとする。 

（交付の申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者は、規則第４条に定める補助金交付

申請書に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

（１）事業計画書 

（２）収支予算書 

（３）その他市長が必要と認める書類 

（交付の決定） 

第７条 市長は、前条の申請があったときは、その内容を法及び基準条例等関

係法令に基づいて審査し、適当と認めたときには速やかに、補助金の交付の

申請をした者に対し、規則第７条に定める補助金交付決定通知書により通知

するものとする。 

（計画変更等の承認） 

第８条 補助事業者は、補助事業の計画を変更しようとするとき、又は補助事 

業等を中止し、若しくは廃止しようとするときは、関係資料を市長に提出し、

その承認を受けなければならない。 

  （実績報告） 

第９条 補助事業者は、当該補助事業が完了したときは、補助金の交付決定の

あった年度の３月３１日までに、規則第９条に定める補助事業実施報告書に

次に掲げる書類を添えて市長に報告しなければならない。 

（１）事業実績書 

（２）収支決算書 



（３）その他市長が必要と認める書類 

（補助金の交付） 

第１０条 補助事業者は、補助金の交付の決定の通知を受けたときは、規則第

１１条に定める補助金交付請求書を市長に提出しなければならない。 

（補助金の概算払） 

第１１条 市長は、規則第７条の規定による補助金の交付決定の通知をした後

において、補助事業完了前に補助事業者から補助金の請求があった場合は、

補助金を概算払により交付することができる。 

（関係書類の保存） 

第１２条 補助事業者は、規則第１４条に定める書類、帳簿等を当該補助金の

交付後１０年保存しなければならない。 

   附 則 

 この告示は、令和２年４月１日から施行する。 

別表（第５条関係） 

補助金の種類 補助要件 算定基準 

放課後児童健

全育成事業補

助金 

事業を実施する市内所在の放

課後児童クラブ等 

子ども・子育て支援交付

金交付要綱別紙第３欄に

定める基準額 

小規模児童ク

ラブ事業実施

補助金 

事業を実施する利用人数が１

０人に満たない、市内所在の

放課後児童クラブ等 

小規模児童クラブ・季節

児童クラブ事業実施要綱

別表に定める基準額 

 



意見聴取  

   瑞穂市私立幼稚園就園奨励費補助金交付要綱を廃止する告示について  

  瑞穂市私立幼稚園就園奨励費補助金交付要綱（平成２２年瑞穂市告示第１４５号）を

廃止する告示を別紙のとおり提出する。 

 令和２年３月２３日提出  

瑞穂市教育委員会教育長 加 納 博 明  

  提案理由 

幼児教育・保育の無償化に伴い、国の幼稚園就園奨励費補助事業が廃止され、子育て

のための施設等利用給付に移行することから、瑞穂市私立幼稚園就園奨励費補助金交付

要綱を廃止するもの。 



瑞穂市告示第４４号 

瑞穂市私立幼稚園就園奨励費補助金交付要綱を廃止する告示を次のように定

める。 

  令和２年３月２５日 

瑞穂市長 森   和  之     

瑞穂市私立幼稚園就園奨励費補助金交付要綱を廃止する告示 

 瑞穂市私立幼稚園就園奨励費補助金交付要綱（平成２２年瑞穂市告示第１４

５号）は、廃止する。  

附 則  

 この告示は、令和２年４月１日から施行する。  



意見聴取  

瑞穂市教育委員会に対する事務委任及び補助執行に関する規則の一部

を改正する規則について  

 瑞穂市教育委員会に対する事務委任及び補助執行に関する規則の一部を改正

する規則について、別紙のとおり瑞穂市教育委員会の意見を求める。  

 令和２年３月２３日提出  

               瑞穂市教育委員会教育長 加 納 博 明  

   提案理由  

 地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係教育委

員会規則の整備に関する規則、地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する

法律の施行に伴う関係教育委員会告示の整備に関する告示の制定及び教育委員

会に対する事務委任及び補助執行の規則整備のため。 



瑞穂市教育委員会に対する事務委任及び補助執行に関する規則の一部を改正

する規則をここに公布する。 

令和２年３月３１日 

                  瑞穂市長    

瑞穂市規則第１１号 

   瑞穂市教育委員会に対する事務委任及び補助執行に関する規則の一部を

改正する規則 

（瑞穂市教育委員会に対する事務委任及び補助執行に関する規則の一部改正） 

第１条 瑞穂市教育委員会に対する事務委任及び補助執行に関する規則（平成 

１５年瑞穂市規則第４８号）の一部を次のように改正する。 

第３条の表教育長の項中「瑞穂市私立保育所補助金交付要綱」を「瑞穂市 

私立保育所等補助金交付要綱」に、「瑞穂市私立保育所施設整備補助金交付 

要綱」を「瑞穂市私立保育所等施設整備補助金交付要綱」に改め、「（平成 

２２年瑞穂市告示第１４５号）」の次に「、瑞穂市多子世帯病児・病後児保 

育利用料無料化事業実施要綱（平成３０年瑞穂市告示第４９号）、瑞穂市副  

食費の施設による徴収に係る補足給付事業実施要綱（令和２年瑞穂市告示第 

３２号）、瑞穂市多子世帯の教育・保育給付認定子どもに係る副食費助成事 

業実施要綱（令和２年瑞穂市告示第３６号）」を加える。 

第２条 瑞穂市教育委員会に対する事務委任及び補助執行に関する規則の一部 

を次のように改正する。 

第３条の表教育長の項中「、瑞穂市私立幼稚園就園奨励費補助金交付要綱 

（平成２２年瑞穂市告示第１４５号）」を削り、「（令和２年瑞穂市告示第 

３６号）」の次に「、瑞穂市放課後児童健全育成事業費補助金交付要綱（令  

和２年瑞穂市告示第４８号）」を加える。 

附 則  

（施行期日等） 

１ この規則は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和２年 

４月１日から施行する。 

２ 第１条（瑞穂市副食費の施設による徴収に係る補足給付事業実施要綱に係  

る部分に限る。）の規定による改正後の瑞穂市教育委員会に対する事務委任



及び補助執行に関する規則の規定は、令和元年１０月１日から適用する。 



 

瑞穂市教育委員会に対する事務委任及び補助執行に関する規則（平成15年瑞穂市規則第48号）新旧対照表 

改正後（案） 現行 

(補助執行) 
第３条 次の表の左欄に掲げる職員に、同表の右欄に掲げる事務(前条の

規定により委任した事務を除く。)を補助執行させる。 
職員 補助執行事項 
教育長 略 

 

6 瑞穂市保育室事業補助金交付要綱(平成15年瑞穂市告

示第22号)、瑞穂市私立保育所等補助金交付要綱(平成18

年瑞穂市告示第32号)、瑞穂市私立保育所等施設整備補助

金交付要綱(平成22年瑞穂市告示第34号)、瑞穂市教育振

興事業補助金交付要綱(平成22年瑞穂市告示第144号)、 

瑞穂市私立幼稚園就園奨励費補助金交付要綱(平成22年瑞

穂市告示第145号)、瑞穂市多子世帯病児・病後児保育利

用料無料化事業実施要綱(平成30年告示第49号)、瑞穂市

副食費の施設による徴収に係る補足給付事業実施要綱(令

和2年瑞穂市告示第32号)、瑞穂市多子世帯の教育・保育

給付認定子どもに係る副食費助成事業実施要綱(令和2年

瑞穂市告示第36号) 、瑞穂市放課後児童健全育成事業費

補助金交付要綱(令和2年瑞穂市告示第48号)に係る補助金

の交付手続に関すること。 

 

略 
 

（補助執行) 
第３条 次の表の左欄に掲げる職員に、同表の右欄に掲げる事務(前条の

規定により委任した事務を除く。)を補助執行させる。 
職員 補助執行事項 
教育長 略 

 

6 瑞穂市保育室事業補助金交付要綱(平成15年瑞穂市告

示第22号)、瑞穂市私立保育所 補助金交付要綱(平成18

年瑞穂市告示第32号)、瑞穂市私立保育所 施設整備補助

金交付要綱(平成22年瑞穂市告示第34号)、瑞穂市教育振

興事業補助金交付要綱(平成22年瑞穂市告示第144号) 、

瑞穂市私立幼稚園就園奨励費補助金交付要綱(平成22年瑞

穂市告示第145号)、瑞穂市多子世帯病児・病後児保育利

用料無料化事業実施要綱(平成30年告示第49号)、瑞穂市

副食費の施設による徴収に係る補足給付事業実施要綱(令

和2年瑞穂市告示第32号)、瑞穂市多子世帯の教育・保育

給付認定子どもに係る副食費助成事業実施要綱(令和2年

瑞穂市告示第●●号) 、瑞穂市放課後児童健全育成事業

費補助金交付要綱(令和2年瑞穂市告示第●●号)に係る補

助金の交付手続に関すること。 

 

略 
 

  第2条関係 

※ 

※

※ 


